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19.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 20.1 2 3 4 5 20.4 5

現在の景気 ▲ ▲ × ▲ ▲ ● ▲ × ▲ ▲ × ▲ × ▲ × × × ☂ ☂

３か月後の景気 ▲ ▲ ▲ × × × × ▲ ▲ × ▲ ▲ × × × × ▲ ☂ ☂

生産活動 ● ● × ▲ × × × ● × ● × × ● × ● × × ☁ ☁/☂

個人消費 ▲ ▲ × ● ● ● ● × ● ● × × × × ● × ▲ ☁/☂ ☁/☂

民間設備投資 × ● ● × × ● ● ● × × × ● × × × × ▲ ☂ ☂

住宅投資 × × × × × ● ● × ● × ● × ● ● ● × ▲ ☁/☂ ☁/☂

公共投資 ● × × × ● ● ● × ● ● ● ● ● ● ● ● × ☀/☁ ☁

雇用情勢 ● × × ● × ● ▲ × × × × ● × × × × × ☁/☂ ☁/☂

19.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 20.1 2 3 4 5 6

鉱工業生産指数 季調済・前月比 ● × ● × × ● ● × ● × × ● × ● × ×

常用労働者の賃金指数 名目・前年比 × ● ● × ● ● × ● × ● ● ● × × × ×

百貨店・スーパー販売額 店舗調整前・前年比 × × × × × ● × × ● × × × × ● ● ●

家電大型専門店販売額 前年比 × ● ● ● ● ● × ● ● × × × × ● × ●

ドラッグストア販売額 前年比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● × ● ● ● ● ● ●

ホームセンター販売額 前年比 × × × × ● ● × ● ● × × × × ● ● ●

コンビニエンスストア販売額 前年比 ● ● ● ● ● ● × ● × ● ● × ● ● × ×

乗用車新車登録台数 ２車種計・前年比 ● ● × ● ● ● ● ● ● × × × × × × × ×

軽乗用車新車販売台数 前年比 × ● × ● ● × ● ● ● × × × × × × × ×

民間非居住建築物床面積 ３業用計・前年比 × ● ● × × ● ● ● × × × ● × × × × ×

トラック新車登録台数 ２車種計・前年比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● × × × × × × × ×

新設住宅着工戸数 前年比 × × × × × ● ● × ● × ● × ● ● ● × ×

公共工事請負金額 前年比 ● × × × ● ● ● × ● ● ● ● ● ● ● ● ×

新規求人倍率（受理地別） 季調済・前月差 ● × ▲ ● × ● ● × × ● × ● × ● × × ×

有効求人倍率（受理地別） 季調済・前月差 ● × × ● × ● ▲ × × × × ● × × × × ×

有効求人倍率（就業地別） 季調済・前月差 ● ● × ● × ● ▲ × × × × ● × × × × ×

常用雇用指数 全産業・前年比 ● × ● × × ▲ × ● × ● × ● × ● × ●

所定外労働時間指数 製造業・前年比 ▲ × × × × × × × × × × × × × × ×

企業倒産 負債総額・前年比(逆) ● × ● ● ● ● × ● ● ● ● ● × ● × × ● ×

●＝前年比・前月比プラス、▲＝同横ばい、×＝同マイナス。ただし、「企業倒産」は逆表示。

基調判断
【県内景気天気図】

【変化方向】
●＝前月比上昇・好転
▲＝前月比横ばい
×＝前月比下降・悪化

【基調判断】
☀（晴れ）
☀/☁（晴れ一部曇り）
☁（曇り）
☁/☂（曇り一部雨）
☂（雨）

【県内主要経済指標】

《ご参考》
県内景気の変化方向と基調判断の推移

変　化　方　向
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１．概況…感染症拡大の影響により急激な悪化が続き、引き続き極めて厳しい状況 

県内景気の現状 

県内製造業の生産活動を鉱工業生産指数でみると、生産用機械などは大幅に上昇したものの、輸送機械や電気・情報通信機械などで大幅に低下したため、両指

数ともに大幅な低下となった。 

需要面では、百貨店・スーパー販売額を全店ベースでみると、ウエイトの高い飲食料品が５か月連続かつ大幅に増加したため、全体では３か月連続で前年を上

回っている。また、大型専門店などの他の小売業態の販売額は、コンビニエンスストアが２か月連続で減少したものの、ドラッグストアは６か月連続かつ大幅に

増加、ホームセンターも３か月連続かつ大幅に増加し、家電大型専門店は２か月ぶりに増加したため、小売業６業態計の売上高は３か月連続で増加している。こ

れは、引き続き新型コロナウイルス感染症対策のための衛生用品をはじめ、外出自粛に伴う飲食料品や園芸用品、ＤＩＹ用品などが好調に推移したためとみられ

る。しかし、乗用車の新車登録台数と軽乗用車の販売台数は今回の感染症拡大による買い控えが続き、ともに８か月連続かつ大幅な減少となっている。また、民

間設備投資の指標である民間非居住用建築物着工床面積は３業用とも減少し、全体では５か月連続の大幅減少となり、新設住宅着工戸数は貸家を除き他の利用関

係で大幅に減少したため、全体では２か月連続で減少している。さらに、公共工事の請負金額は９か月ぶりに大幅に減少した。 

このような中、雇用情勢をみると、感染症拡大の影響が出てきたとみられ、新規求人数が５か月連続かつ大幅に減少し、新規求人倍率は３か月連続かつ大幅に

低下し、有効求人倍率は５か月連続かつ大幅に低下し、５年半ぶりに１倍を下回った。また、県内安定所別の有効求人倍率は彦根を除きすべてで１倍を下回った。

今後の動向を注視する必要がある。 

これらの状況をまとめると、製造業の生産活動は一部で堅調な業種があるものの、全体に感染症拡大による生産の縮小・停止の影響が出始めてきたとみられる。

需要面では、個人消費において小売業の売上高は堅調に推移しているものの、乗用車などの登録・販売台数は前年を大幅に下回り、民間設備投資や住宅投資に続

き公共投資も大幅な減少となった。したがって県内景気の現状は、一部で堅調な動きはあるものの、感染症拡大の影響による急激な悪化が続き、引き続き極めて

厳しい状況にあるとみられる。 

 

今後の景気動向 

県内製造業の生産活動は、生産の縮小・停止という事態から徐々に生産再開に向かうとみられるが、当面は弱含みの動きにとどまると考えられる。また、需要

面では緊急事態宣言の解除（５月 14日）以降、徐々に持ち直しの動きが出てくるとみられるが、影響の大きかった観光関連産業をはじめ、接客を伴う飲食業やサ

ービス業などでは今後の感染症の再拡大を警戒した慎重な取組みが続くなど、全体に厳しい業況感が長引くと思われる。したがって今後の県内景気については、

一部の業種で持ち直しの動きがでてくるものの、全体的には厳しい状況がしばらく続くと見込まれる。 
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２．生産…「鉱工業生産指数」は両指数ともに大幅低下 
・鉱工業生産指数（2015年＝100）の「原指数」（2020年４月）は 93.5、前年

同月比－10.6％となり、７か月連続かつ大幅に低下し、「季節調整済指数」

も 95.1、前年比－9.1％で、２か月連続かつ大幅に低下した。この結果、季

調済指数の３か月移動平均値（３月）は 102.6、前月比－2.5％となり２か

月連続で低下。今後の動向を注視する必要がある。 

・業種別季調済指数の水準は、「汎用・業務用機械」（124.7）や「化学」（119.2）、

「生産用機械」（116.3）などは高水準で推移。一方、「電子部品・デバイス」

（54.5）や「輸送機械」（59.6）、「窯業・土石製品」（71.3）などは引き続き

低水準で推移。 

・前月との比較で、高ウエイトで上昇したのは「生産用機械」（前月比＋18.2％、

その他の生産用機械）など。一方、低下したのは、「輸送機械」（同－36.0％、

自動車部品、自動車・同ボデー）、「電気・情報通信機械」（同－9.2％）など。 

・「出荷指数」と「在庫指数（製品在庫）」は、出荷は７か月連続かつ大幅に低

下（原指数 85.7、前年同月比－13.9％）、在庫は 11か月連続で上昇（同 122.4、

＋7.7％）。業種別でみた在庫指数は「汎用・業務用機械」（同＋52.0％）な

どで大幅上昇。 
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2020年

1月
2月 3月 4月

鉱工業総合 107.1 108.4 109.0 111.6 106.2 111.6 103.5 105.2 101.4 106.2 103.0 108.1 104.6 95.1

鉄鋼・非鉄金属 109.1 107.9 108.5 107.4 109.1 107.9 101.3 103.2 102.4 99.7 103.4 108.2 97.9 81.7

金属製品 94.2 94.4 95.6 96.4 95.5 92.8 87.1 84.0 83.0 91.2 78.4 88.7 85.0 74.9
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３．個人消費…「小売業６業態計売上高」は３か月連続で増加 
・「消費者物価指数（生鮮食品を除く総合／大津市／2015年＝100）」（20年５

月）は 102.4、前年同月比－0.3％、前月比 0.0％となり、前年同月比は２か

月連続で低下、前月比は２か月連続で横ばい。 

・「可処分所得（大津市・勤労者世帯）（４月）は７か月連続で増加（前年同月

比＋3.2％）、「家計消費支出（同）」は５か月連続かつ大幅に減少（同－

16.8％）。 

・「名目賃金指数（現金給与総額、事業所規模 30 人以上、2015 年＝100）（４

月）は 81.3、同－4.1％となり、「実質賃金指数」は 79.2、同－4.1％で、と

もに４か月連続で低下。 

・「百貨店・スーパー販売額（全店ベース＝店舗調整前、対象 103店舗）」（４

月）は、21,537百万円、前年同月比＋2.4％となり３か月連続で増加してい

る。品目別では、ウエイトの高い「飲食料品」が５か月連続かつ大幅に増加

し（同＋9.8％）、「家電機器」も２か月ぶりに増加したが（同＋5.5％）、他

の品目は大幅に減少している（「衣料品」：同－50.4％、「身の回り品」：同－

30.5％、「家庭用品」：同－4.9％）。一方、「既存店ベース（＝店舗調整後）」

では３か月ぶりに減少した（同－0.1％）。品目別では「飲食料品」が３か月

連続で増加しているものの（同＋7.7％）、他の品目は大幅に減少している。 

・大型専門店では、「ドラッグストア」（全店ベース＝店舗調整前、４月、205

店舗）は 7,272百万円、同＋17.6％で６か月連続かつ大幅に増加し、「ホー

ムセンター」（同 64 店舗）も 3,767 百万円、同＋16.1％で３か月連続かつ

大幅に増加し、「家電大型専門店」（同 42店舗）は 3,159百万円、同＋2.5％

で２か月ぶりに増加した。一方、「コンビニエンスストア」（同 560店舗）は

8,539百万円、同－11.9％となり２か月連続で大幅減少。 

・これらの結果、「小売業６業態計売上高」（４月）は、44,274 百万円、同＋

3.5％となり３か月連続で増加。これは、引き続き新型コロナウイルス感染

症対策のための衛生用品をはじめ、外出自粛に伴う飲食料品や園芸用品、

ＤＩＹ用品などが好調に推移したためとみられる。 
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2020年
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2月 3月 4月

小売業６業態計 0.0 1.8 0.3 0.3 2.0 3.1 -1.7 3.2 -0.4 -1.8 0.0 6.7 3.2 3.5

百貨店・スーパー(全店) -1.7 0.1 -2.8 -3.1 -1.1 -0.6 -1.7 3.4 -1.4 -0.8 -0.5 5.3 3.9 2.4

大型専門店計 2.7 4.5 5.2 5.0 7.1 12.4 -4.1 6.5 -0.8 -4.4 0.5 13.9 6.0 13.5

コンビニエンスストア 0.5 2.3 1.1 2.3 2.3 -0.8 1.3 -2.0 2.4 -0.1 0.5 0.9 -6.8 -11.9
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（％） 百貨店・スーパー、大型専門店、コンビニエンスストアの小売業態別販売額（前年同期（月）比）

（注）大型専門店計は、家電大型専門店とドラッグストア、ホームセンターの合計。
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・「乗用車新車登録台数（登録ナンバー別）」（５月）は、「普通乗用車（３ナン

バー車）」が前月に続き低水準で、８か月連続かつ大幅の減少となっている

のに加え（696 台、同－57.6％）、「小型乗用車（５ナンバー）」が 1,000 台

を下回る低水準かつ２か月連続で大幅に減少したため（853台、同－31.7％）、

２車種合計では８か月連続かつ大幅の減少となっている（1,549 台、同－

46.4％）。「軽乗用車」も 1,000 台を下回る低水準で、８か月連続かつ大幅

の減少（732 台、同－62.6％）。これは、今回の感染症拡大による買い控え

が続いているものとみられる。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．民間設備投資…「民間非居住用建築物着工床面積」は５か月連 

続で大幅に減少 
・「民間非居住用建築物着工床面積」（５月）は、「鉱工業用」が３か月連続で

大幅減少（9,809㎡、前年同月比－67.0％）、「商業用」も２か月連続で大幅

減少し（4,362㎡、同－30.0％）、「サービス業用」が３か月ぶりに大幅減少

したため（3,959 ㎡、同－61.1％）、３業用計では５か月連続で大幅に減少

している（18,130㎡、同－60.7％）。 

・トラック新車登録台数（５月）は、「小型四輪トラック（４ナンバー車）」が

８か月連続かつ大幅に減少しているのに加え（88 台、同－54.6％）、「普通

トラック（１ナンバー車）」が３か月連続かつ大幅に減少しているため（115

台、同－16.7％）、２車種合計では８か月連続かつ大幅の減少となっている

（203台、同－38.9％）。 
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（％）
乗用車の新車登録・販売台数（前年同期（月）比）
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商業用 54,309 30,360 16,677 20,275 30,320 28,259 8,400 12,496 3,024 633 2,426 9,437 5,210 4,362
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・㈱しがぎん経済文化センターが今年５月に実施した「県内企業動向調査」は

（有効回答数 378社）、今期 20年４－６月期に設備投資を「実施」した（す

る）割合は、前期を－15ポイントと大きく下回り 37％となった。次期７－

９月期は 29％とさらに低下する見通し。当期の設備投資「実施」（予定を含

む）企業の主な投資内容は、「車両の購入」（30％）が従来多かった「生産・

営業用設備の更新」と「ＯＡ機器の購入」（ともに 29％）を僅かだが上回っ

た。業種別にみると、製造業では引き続き「生産・営業用設備の更新」（50％）、

非製造業では「車両の購入」（37％）が最も多い。 

 

 

５．住宅投資…「新設住宅着工戸数」は２か月連続で減少 
・「新設住宅着工戸数」（５月）は 610戸、前年同月比－4.7％となり、２か月

連続で減少した。 

・利用関係別では、「貸家」が 181戸、同＋21.5％で、３か月ぶりかつ大幅に

増加したものの（大津市 124 戸など）、「持家」は 341 戸、同－10.5％とな

り２か月連続で大幅減少（大津市 86 戸など）、「分譲住宅」も 88 戸、同－

19.3％で、これも２か月連続で大幅減少（大津市 17 戸など）。分譲住宅の

うち「一戸建て」は 88 戸、前年差－21 戸で、２か月連続で減少、「分譲マ

ンション」は６か月ぶりに申請がなかった。「給与住宅」は０戸。 

・新設住宅着工の「床面積」（５月）は、57,628 ㎡、前年同月比－11.2％で、

２か月連続で大幅減少。 

・利用関係別では、「貸家」は 7,808㎡、同＋18.5％で、３か月ぶりに大幅増

加したものの、「持家」は 40,231 ㎡、同－13.1％で、２か月連続で大幅減

少、「分譲住宅」は 9,589㎡、同－19.3％で、２か月連続で大幅減少。 

・５月の分譲マンション新規販売率（１月からの新規販売戸数累計：170戸／

同新規供給戸数累計：253 戸）は 67.2％となり、好不調の境目といわれる

70％を３か月ぶりに下回った（参考：近畿全体では 50.0％）。平均住戸面積

は 73.36㎡、平均販売価格は 3,984万円。 
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4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2020年
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2019年
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2020年

1月
2月 3月 4月 5月

合計 6.9 20.2 17.9 28.2 7.6 15.0 -11.5 -15.6 -21.4 -15.5 -13.1 -17.2 -15.7 -38.9

普通トラック 26.9 48.0 12.4 27.7 7.4 11.7 -6.6 -6.1 -19.0 -25.4 14.7 -7.9 -10.3 -16.7

小型四輪トラック -3.5 5.9 22.1 28.5 7.7 17.3 -14.9 -21.2 -23.1 -9.6 -28.6 -22.9 -19.5 -54.6
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（％） トラックの新車登録台数（前年同期（月）比）

設備投資実施（20/4－6月期）の主な内容（複数回答）
【％】

合計
生産･営業用

設備の更新

生産･営業用
設備の新規

導入
土地購入

建物の増改

築
建物の新築 車両の購入

ＯＡ機器の購

入

ソフトウェアの

購入
その他

全体 165 29 22 8 16 7 30 29 19 4
製造業 68 50 34 3 18 9 21 19 16 1
非製造業 97 14 13 11 14 5 37 36 22 6
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（注）４月分から国土交通省の町村別の公表がとりやめになりました。 
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滋賀県
【新設住宅】利用関係別戸数（単位：戸）
月次集計：2020年5月
CODE 県郡市町名 利用関係計 持家 貸家 給与住宅 分譲住宅

滋賀県計 610 341 181 0 88
市部計 585 322 181 0 82
郡部計 25 19 0 0 6

201 大津市 227 86 124 17
202 彦根市 45 25 4 16
203 長浜市 29 21 6 2
204 近江八幡市 31 25 1 5
206 草津市 54 36 8 10
207 守山市 58 21 26 11
208 栗東市 32 13 12 7
209 甲賀市 21 19 0 2
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212 高島市 16 16 0 0
213 東近江市 33 32 0 1
214 米原市 6 5 0 1
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６．公共投資…「請負金額」は９か月ぶりに大幅減少 
・西日本建設業保証㈱の保証による公共工事の保証件数（５月）は 97件、前

年同月比－28.7％で、３か月ぶりに大幅減少した。請負金額は約 116億円、

同－15.3％で、９か月ぶりに大幅減少。 

・発注者別請負金額は、 

 「国」：約 14億円、前年同月比－6.5％ 

 「独立行政法人」：約 18億円、同＋62.3％ 

 「県」：約 65億円、同＋40.9％ 

「市町」：約 17億円、同－72.4％ 

「その他」：約３億円、同－41.2％ 

 

《20年５月の主な大型工事（３億円以上）》 

 独立行政法人： 

    新名神高速道路田上関津工事（西日本高速道路㈱関西支社、工事場 

所：大津市、請負総額：約 33億円） 

    名神高速道路芹川第１高架橋他７橋橋梁補修工事（中日本高速道路 

㈱名古屋支社、同：彦根市、同：約 11億円） 

北陸自動車道敦賀管内コンクリート構造物補修工事（2018年度）（同 

   社金沢支社、同：長浜市、同：約９億円） 

 県 ：（仮称）金亀公園第１種陸上競技場新築工事（同：彦根市、同：約 99 

億円） 

    草津用水２期地区常盤用水路（その１）工事（同：草津市、同：約 14 

億円） 

    国道 421号補助道路整備工事（同：東近江市、同：約４億円） 

    近代美術館電気設備改修工事（同：大津市、同：約３億円） 

 市町：愛知中学校校舎等大規模増改築工事（建築）（愛荘町、同：約 19 億

円） 
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７．雇用…「有効求人倍率」は５年半ぶりに１倍を下回る 
・「新規求人数（パートを含む）」（５月）は 5,514人、前年同月比－35.2％で、

５か月連続かつ大幅に減少し、「新規求職者数（同）」は 4,470人、同－7.2％

で、４か月連続で減少。 

・「新規求人倍率（パートを含む、季節調整値）」は３か月連続かつ大幅低下の

1.33倍（前月差－0.13ポイント）、「有効求人倍率（同）」も５か月連続かつ

大幅低下の 0.93 倍となった（同－0.15 ポイント）。なお、１倍を下回るの

は 14年 11月以来、５年６か月ぶり。また、「就業地別」の有効求人倍率は

同 0.18 ポイント低下の 1.13 倍となった。今回の感染症拡大の影響が出て

きたとみられる。 

・雇用形態別の有効求人倍率（原数値）は、「常用パート」が前月に比べ大幅

低下（同－0.17 ポイント）の 0.89 倍となり、「正社員」は５か月連続で低

下の 0.57倍（同－0.06ポイント）。 

・県内安定所別の有効求人倍率（パートを含む、原数値）は、１倍超が「彦根」

（1.34倍）のみで、「草津」（0.88倍）は久々に 1倍を下回り、「大津」（0.79

倍）と「長浜」（0.74倍）、「東近江」（0.68倍）は２か月連続、「甲賀」（0.70

倍）と「高島」（0.61 倍）は３か月連続でそれぞれ１倍割れとなっている。 

・産業別の「新規求人数」（５月）は、 

 「建設業」：440人、前年同月比－9.3％で、２か月連続の減少。 

 「製造業」：733人、同－57.3％で、16か月連続かつ大幅に減少。 

 「卸売・小売業」：714人、同－27.8％で、５か月連続かつ大幅に減少。 

 「医療、福祉」：1,378人、同－17.5％で、２か月連続で大幅減少。 

 「サービス業」：660人、同－37.0％で、８か月連続で大幅減少。 

 「公務、その他」：284人、同－28.1％で、３か月連続かつ大幅に減少。 

・「雇用保険受給者実人員数」（５月）は、5,378 人、同＋4.4％で、２か月ぶ

りに増加。 

・「常用雇用指数（事業所規模 30人以上、2015年＝100）」（４月）は、103.3、

同＋4.3％で、２か月ぶりに上昇。「製造業の所定外労働時間指数（同）」は

76.0、同－27.8％で、15か月連続かつ大幅に低下。 

・「完全失業率」（20年１－３月期）は2.0％で、３四半期ぶりに上昇（前

期比＋0.2ポイント）。 

 

 

 

2018年4-6

月期
7-9月期 10-12月期

2019年1-3

月期
4-6月期 7-9月期 10-12月期

2020年1-3

月期
2019年12月 2020年1月 2月 3月 4月 5月

その他 3,206 372 924 1,179 2,133 963 475 2,091 261 129 604 1,358 135 251

市町 17,522 10,343 9,976 7,067 14,288 9,448 19,373 11,770 3,976 6,009 3,920 1,841 11,922 1,679

県 13,271 7,997 8,183 5,524 18,158 10,300 13,624 11,514 2,766 1,444 1,098 8,972 13,122 6,498

独立行政法人 3,584 1,721 146 1,474 7,481 5,260 2,480 3,003 1,877 33 0 2,970 4,705 1,836

国 2,997 2,844 611 1,900 3,184 2,833 2,234 5,903 329 562 3,979 1,362 1,407 1,361
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（百万円） 公共工事請負額
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18/12 19/12 19/1 20/1 19/2 20/2 19/3 20/3 19/4 20/4 19/5 20/5

その他 484 261 74 129 138 604 967 1,358 1,036 135 427 251

市町 2,030 3,976 1,868 6,009 2,086 3,920 3,113 1,841 4,196 11,922 6,090 1,679

県 2,143 2,766 2,004 1,444 1,177 1,098 2,343 8,972 10,667 13,122 4,611 6,498

独立行政法人 104 1,877 23 33 4 0 1,447 2,970 4,509 4,705 1,131 1,836

国 200 329 833 562 463 3,979 604 1,362 1,087 1,407 1,456 1,361

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

（百万円） 公共工事請負額（月別前年比較）
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（出所:滋賀労働局） 
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月期

2020年

1-3月

期

2019年
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2020年
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2月 3月 4月 5月

新規求人数 0.8 -2.8 0.7 -3.0 -3.5 -2.3 4.2 -12.8 27.7 -20.6 -4.8 -12.1 -34.9 -35.2
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（％） 新規求人数と新規求職者数の推移（パートを含む）（前年同期（月）比）
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年1月
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2020

年1月
2月 3月 4月 5月

新規求人倍率 1.85 2.02 2.10 2.07 2.09 2.17 2.01 2.07 1.97 2.11 1.98 2.03 2.12 2.04 2.04 2.12 1.97 1.83 2.08 1.95 2.32 1.61 1.92 1.81 1.46 1.33

有効求人倍率（受理地別） 1.37 1.37 1.38 1.40 1.39 1.41 1.39 1.41 1.34 1.37 1.37 1.36 1.37 1.36 1.35 1.35 1.35 1.32 1.32 1.31 1.37 1.27 1.25 1.14 1.08 0.93

有効求人倍率（就業地別） 1.68 1.67 1.68 1.71 1.72 1.73 1.71 1.72 1.65 1.67 1.68 1.67 1.68 1.66 1.65 1.65 1.63 1.61 1.59 1.59 1.65 1.51 1.49 1.38 1.31 1.13
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（倍） 求人倍率の推移（パートを含む、季節調整済値）
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年4月
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2019

年1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2020

年1月
2月 3月 4月 5月

大津 1.00 1.05 1.10 1.11 1.06 1.13 1.14 1.22 1.26 1.36 1.35 1.22 1.06 1.10 1.12 1.12 1.13 1.13 1.15 1.26 1.50 1.40 1.26 1.11 0.92 0.79

高島 0.95 1.03 0.95 1.00 0.94 0.87 0.90 0.92 1.03 1.22 1.21 1.06 0.88 0.88 0.95 1.02 0.93 0.89 0.84 0.89 1.38 1.37 1.08 0.88 0.68 0.61
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東近江 1.15 1.13 1.06 1.19 1.23 1.21 1.25 1.44 1.55 1.66 1.58 1.41 1.19 1.09 1.13 1.19 1.18 1.19 1.17 1.18 1.40 1.35 1.32 1.09 0.88 0.68
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1-3月期
4-6月期 7-9月期

10-12月

期

2020年

1-3月期

2019年

12月

2020年

1月
2月 3月 4月 5月

産業計 0.8 -2.8 0.7 -3.0 -3.5 -2.3 4.2 -12.8 27.7 -20.6 -4.8 -12.1 -34.9 -35.2

製造業 11.0 -1.4 -1.7 -8.4 -10.0 -14.9 -19.5 -27.5 -9.8 -33.9 -27.3 -19.1 -46.1 -57.3

建設業 6.2 -4.1 8.4 0.8 11.3 19.7 0.5 -9.6 -1.9 -17.1 -9.2 1.8 -2.6 -9.3
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（％） 産業別新規求人数の推移①（前年同期（月）比）
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4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2020年

1-3月

期

2019年

12月

2020年

1月
2月 3月 4月 5月

卸売・小売業 -5.7 -9.7 3.3 -9.6 -5.7 1.8 -0.5 -21.0 46.7 -33.7 -1.0 -24.2 -14.0 -27.8

医療、福祉 -2.7 -5.4 0.9 2.9 -1.5 11.4 9.7 1.6 8.5 -7.1 8.4 5.8 -24.7 -17.5

サービス業 0.2 1.1 0.1 -2.7 -8.9 -5.1 -18.2 -25.7 -19.6 -26.2 -25.1 -26.0 -46.2 -37.0
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（％） 産業別新規求人数の推移②（前年同期（月）比）
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人員数 14,091 14,664 13,617 12,724 14,628 14,890 13,700 13,342 4,447 4,565 4,412 4,365 4,505 5,378
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８．企業倒産…「負債総額」は２か月ぶりに前年を上回る 
・㈱東京商工リサーチ滋賀支社のまとめによる「負債総額 10百万円以上」の

５月の倒産件数は３件で（前年差－５件）、２か月ぶりに前年を下回った。

負債総額は約 159百万円（同－146百万円）で、３か月ぶりに前年を下回っ

た。これは、感染症拡大の影響に伴う裁判所審議の延期、手続き業務の制約

等から件数が抑制されたためとみられる。 

・業種別ではすべて「建設業」。原因別ではすべて「既往のシワ寄せ」。資本金

別では３件中２件が「１千万円未満」。 

・６月の倒産件数は 11 件で（同＋４件）、２か月ぶりに前年を上回った。負

債総額は約 735 百万円（同＋526 百万円）で、２か月ぶりに前年を上回っ

た。これは、上記の前月の反動で増加したためとみられる。 

・業種別では「サービス業他」が５件、「建設業」と「製造業」が各２件ずつ、

「小売業」と「不動産業」が各１件ずつ。原因別では「販売不振」が 10件、

「その他（偶発的要因）」が１件。資本金別では 11件中８件が「１千万円未

満」。 

 

【20年５月の県内の主な倒産】 

商 号 負債額 

（百万円） 

倒産原因 倒産形態 業 種 

㈱三星設備工

業社 

139 

 

既往のシワ

寄せ 

破産法 管工事ほか 

池田電気 10 既往のシワ

寄せ 

破産法 電気工事 

 

【20年６月の県内の主な倒産】 

商 号 負債額 

（百万円） 

倒産原因 倒産形態 業 種 

㈱パピヨン・

エル 

400 

 

販売不振 破産法 ミネラルウ

ォーターの

製造 

（特定）ケア

ステーション

一歩 

198 その他 破産法 通所介護、訪

問介護事業 
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９．県内主要観光地の観光客数 
【①大津地域】 

  ミシガン＋ビアンカ………………20年５月（新型コロナのため休業） 

  道の駅：びわ湖大橋米プラザ…………５月  15,665人（前年同月比 

－78.7％） 

道の駅：妹子の郷………………………５月  37,000人（同－56.5％） 

比叡山ドライブウェイ…………………５月   8,562人（同－85.0％） 

 奥比叡ドライブウェイ…………………５月  5,047人（同－85.2％） 

 びわ湖バレイ……………………………５月  13,481人（同－85.2％） 

  

【②南部地域】 

県立琵琶湖博物館………………………５月（新型コロナのため休館） 

 道の駅：草津……………………………５月   9,399人（同－55.3％） 

 道の駅：こんぜの里りっとう…………５月   1,753人（同－66.1％） 

ファーマーズマーケットおうみんち……５月  38,958人（同＋11.0％） 

びわ湖鮎家の郷…………………………５月    400人（同－97.7％） 

 

【③甲賀地域】 

 県立陶芸の森……………………………５月  10,075人（同－85.1％） 

  ＭＩＨＯ ＭＵＳＥＵＭ………………５月（新型コロナのため休館） 

 道の駅：あいの土山……………………５月   1,160人（同－89.8％） 

 

【④東近江地域】 

ラ コリーナ近江八幡 …………………５月  13,950人（同－95.6％） 

休暇村 近江八幡………………………５月   1,265人（同－89.7％） 

安土(城郭資料館＋信長の館)…………５月    724人（同－94.6％） 

道の駅：竜王かがみの里………………５月  30,369人（同－49.0％） 

道の駅：アグリパーク竜王……………５月  22,219人（同－59.5％） 

道の駅：奥永源寺渓流の里……………５月 32,148人（同－35.2％） 

道の駅：あいとうﾏｰｶﾞﾚｯﾄｽﾃｰｼｮﾝ ……５月  46,226人（同－50.0％） 

 滋賀農業公園ブルーメの丘……………５月   4,253人（同－94.8％） 
  

 

 

【⑤湖東地域】 

彦根城……………………………………５月  2,764人（同－97.3％） 

かんぽの宿 彦根………………………５月    69人（同－99.0％） 

道の駅：せせらぎの里こうら…………５月 11,760人（同－27.0％） 

 

【⑥湖北地域】 

  道の駅：近江母の郷……………………５月  7,538人（同－67.5％） 

長浜城……………………………………５月   755人（同－94.8％） 

 長浜｢黒壁スクエア｣……………………５月 11,952人（同－94.5％） 

 道の駅：伊吹の里・旬彩の森…………５月 23,852人（同－36.2％） 

  道の駅：塩津海道あぢかまの里………５月 25,833人（同－32.0％） 

 

【⑦湖西地域】 

 県立びわ湖こどもの国…………………５月 （新型コロナのため休園） 

  道の駅：藤樹の里あどがわ……………５月 34,212人（同－57.3％） 

 道の駅：くつき新本陣 ………………５月 11,307人（同－67.6％） 

 道の駅：マキノ追坂峠…………………５月  7,240人（同－72.1％） 

  

【⑧その他】 

主要３シネマコンプレックス…………５月  3,344人（同－91.2％） 
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《トピックス》 

【県内企業の夏季ボーナス支給予測調査】 

 （㈱しがぎん経済文化センター調査より） 

－1人当たりの平均支給額 494,788 円、昨年夏比 4.7％減－ 

 
 調 査 時 期     ：６月８日～22日 

 調査対象先：903社 有効回答数：315社（有効回答率 35％） 

ただし、金額に関する回答は 157社（同 17％） 

  うち製造業：74社（有効回答数の構成比 47％） 

 うち非製造業   ：83社（   〃      53％） 

※昨年より調査時期を従来の５月から６月に変更。 

 

◆「支給する」割合は、４年ぶりかつ大幅に減少 

・県内企業に 2020年夏季のボーナス支給の予定をたずねたところ、「支給す

る」割合は 78.1％で昨年調査（87.3％）から 9.2 ポイント減少した。「支

給しない」割合は 7.3％で、昨年（7.0％）から＋0.3ポイントと微増。「未

定」は 9.0ポイント増加（5.6％→14.6％）した。 

・業種別では「支給する」が製造業で 7.6ポイント減少（86.9％→79.3％）、

非製造業で 10.6ポイント減少（87.7％→77.1％）した。 

・現在の形式で調査を開始した 14 年以降の推移をみると、「支給する」は、

全体で４年ぶりかつ大幅に減少。製造業は２年連続で減少し、非製造業は

初めて減少に転じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2019年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2020年

1-3月

期

2019年
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2020年

1月
2月 3月 4月 5月

①大津地域小計（5か所） -3.0 -6.5 -3.4 7.2 2.1 -9.9 -7.3 -14.8 -8.2 -9.4 -16.5 -18.2 -70.0 -84.7

②南部地域小計（5か所） -2.1 1.6 -1.3 5.1 4.2 2.0 0.8 -20.3 0.9 0.2 -7.8 -45.4 -57.6 -61.7

③甲賀地域小計（3か所） -1.9 -3.5 0.8 12.2 41.9 18.6 23.9 5.0 37.6 41.3 62.5 -47.3 -83.0 -91.4

④東近江地域小計（8か所） 10.8 0.3 6.5 9.6 9.1 2.5 1.0 -5.5 7.7 15.0 19.0 -31.7 -67.8 -77.7
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（％） 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同期（月）比）①
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⑤湖東地域小計（3か所） -12.1 -17.4 -7.1 -4.1 11.9 2.5 1.9 -21.0 16.9 17.8 -4.8 -51.5 -83.5 -88.4

⑥湖北地域小計（5か所） 5.6 -6.5 -0.1 1.6 -4.6 -4.8 -6.6 -19.5 -1.7 6.3 -15.5 -38.7 -72.0 -78.8

⑦湖西地域小計（4か所） -6.1 -8.8 4.8 -3.8 7.8 1.5 3.4 7.0 10.0 15.3 8.1 0.7 -54.5 -71.3

主要3シネマコンプレックス -22.4 11.8 72.0 50.1 18.1 12.7 2.5 -44.5 -6.5 -12.8 -41.0 -72.5 -96.5 -91.2
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（％） 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同期（月）比）②
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◆１人当たり平均支給額、「減らす」が「増やす」を上回る 

・１人当たりのボーナス平均支給額を「増やす」と回答した企業は 12.5％

で、昨年調査（16.7％）から 4.2 ポイント減少した。「減らす」（22.8％）

が昨年比＋12.7 ポイントと大きく増加し、「増やす」を上回った。「未定」

（23.2％）も 8.0ポイント増加した。 

・業種別では、製造業で「減らす」（34.6％）が前年比＋18.3ポイントと大

きく増加し、非製造業は「増やす」（10.5％）が 6.5ポイント減少、「減ら

す」（13.6％）は 9.6ポイント増加した。 

・全体の推移をみると、「増やす」は２年連続で減少し、調査開始以来最も

少なくなった。「減らす」は３年連続で増加し、調査開始以来最も多くなっ

た。 

 

 
 

 

 

 

図表１ 夏季ボーナス支給の有無［正社員］（業種別） 
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図表２ 夏季ボーナス支給の有無の推移［正社員］（業種別） 
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図表３ 1 人当たりのボーナス平均支給額の増減［正社員］（業種別） 
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◆１人当たり平均支給額は前年比 4.7％減の 494,788円 

・１人当たりのボーナス平均支給額（予測）（金額回答のあった 157 社の平

均）は 494,788円で、昨年夏季実績（519,339円）から 4.7％減少した。 

・業種別では、製造業は昨夏実績比－5.6％（平均支給額 537,891円）、非製

造業は同－3.2％（同 434,514円）となった。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４ 1 人当たりのボーナス平均支給額の増減の推移［正社員］（業種別） 
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図表５ 1 人当たりのボーナス平均支給額［正社員］（業種別） 

 

単位 全体 製造業 非製造業
回答企業数 157 74 83

円 494,788 537,891 434,514
前年対比(％) -4.7 -5.6 -3.2

１人当たりの月平均給与 円 264,504 268,085 259,496
ボーナス支給月数 カ月 1.87 2.01 1.67

平均年齢 歳 43.00 41.34 44.49

１人当たりの
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【県内土地の路線価】 －２年連続で下落－ 
◆７月１日に発表された県内７税務署の 2020年の最高路線価（１月１ 

日現在、相続税などの算定基準となる）は、標準宅地の変動率が前年 

比－0.1％となり、２年連続で下落した。 

◆７税務署の最高路線価は、大津と草津の両税務署管内では７年連続、 

その他はすべて横ばいとなり、二極化傾向が続いている。 

◆県内の最高路線価は草津署内のＪＲ草津駅東口広場（大路１丁目）で、 

１㎡あたり 31 万円となり、前年より２万５千円の上昇、前年比 8.8％の

プラス。 

 

県内７税務署管内の最高路線価    

         （2020年分の価格の高い順） (１㎡あたり、単位：円、％) 

税務署名 所 在 地 2020 年 2019年 変動率 

草  津 
ＪＲ草津駅東口広場 

（草津市大路１丁目） 
310,000 285,000 8.8 

大  津 
ＪＲ大津駅前通り 

（大津市春日町） 
275,000 270,000 1.9 

近江八幡 
ＪＲ近江八幡駅前広場 

（近江八幡市鷹飼町） 
120,000 120,000 0.0 

彦  根 
ＪＲ彦根駅前 

（彦根市大東町） 
100,000 100,000 0.0 

長  浜 
主要地方道大津能登川長

浜線（長浜市南呉服町） 
98,000 98,000 0.0 

水  口 
県道大野名坂線 

（甲賀市水口町本綾野） 
60,000 60,000 0.0 

今  津 
県道安曇川今津線 

（高島市今津町今津） 
35,000 35,000 0.0 

 

 

 

《ご参考①：国内景気の動向》（2020年６月 19日：内閣府） 
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《ご参考②：京滋の景気動向》（2019.6.10） 
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《ご参考③：近畿の景気動向》 
（2020.5.29：内閣府「地域経済動向」） 

 
 

《当報告書のご利用についての注意事項》 

・当報告書は情報提供のみを唯一の目的として作成されたものであり、 

何らかの金融商品の取引勧誘を目的としたものではありません。 

・当報告書は信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、 

当行並びに当社はその正確性を保証するものではありません。内容は、 

予告なしに変更することがありますので、予めご了承ください。 

・また、本報告書は著作物であり、著作権法により保護されております。 
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